
４  「すべき区域」の解除に向けた手続の流れ                    

地区の状況に応じてまちづくりを進め、以下のような手順ですべき区域の解除手続きを行っていき

ます。 
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類型 F 

整備手法変更地区 
（未整備都市計画道路あり） 

地区計画策定 
＋ 

(用途地域変更) 
類型Ｄ 

整備概成地区 
課題解消のため
の新たな施策の

導入 

面的整備地区 
（土地区画整理事業の 

可能性あり） 

面的整備地区 
（土地区画整理事業の 

可能性少ない） 

類型Ｂ,Ｃに
移行 

地元にまちづくり機運が
高まった段階 

(変更可能な条件が見通せた段階で
まちづくりを進める) 
未整備都市計画道路や生活幹
線道路が事業化される段階 

開発等により変更可能水準を
達成した段階 類型Ｄに移行

地区特性に合
ったまちづく
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土地区画整理事業の推進 

＜基本類型の流れ＞ 

(道路の事業化に合わせてまちづくりを進める) 

(長期的取組の中で、合意
形成の図れた地区から
まちづくりを進める)

（解除に向け進められない）

 

• 農地集積地区(類型イ)、密集住宅集積地区(類型ロ)、大規模都市公園計画区域(類型ハ)は、上記

の各地区(基本類型Ｂ～Ｆ)に重複する地区であり、つぎのような点に配慮しつつ該当する各地

区の流れに沿って進めていきます。 

○農地集積地区(類型イ)   ：農地を基本的に保全するまたは一定程度活用するなど、その

取扱い方向が明確になった時点で、「すべき区域」の取扱いを

検討する。  

○密集住宅集積地区(類型ロ)：地区の特性に合わせ、事業が導入された時点で「すべき区域」

の解除に向けた手続を進める。  

○大規模都市公園計画区域 ：「すべき区域」の解除手続に際して、公園の整備見通し等につ

いて関係部局との調整を行う。 (類型ハ) 

＜付加類型の留意点＞ 
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